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令和５年度事業報告書 

 

  令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 

特定非営利活動法人きょうせい大船渡 

 

1. 事業の背景 

東日本大震災の「被災世帯等に対するパーソナルサポート事業」(以下、パーソナルサ

ポート事業)と「災害公営住宅コミュニティサポート事業」（以下、コミュニティサポー

ト事業）の委託事業を行っています。 

 パーソナルサポート事業では在宅被災世帯、生活再建世帯（住宅再建、災害公営住

宅入居）の生活状況把握や生活相談を実施してきました。ほかに社会的孤立状態または

その疑いのある世帯を把握するため、災害公営住宅を中心に全戸調査を行っています。

事業の推進にあたっては、「伴走型支援」の理念のもとに①出会って「つながる」、②必

要とされる支援に「つなぐ」、③より良い支援になるよう「つなぎ直す」という三つの要

素を大切にした支援を行っています。 

この間、訪問世帯の高齢化、独居率が増加し、市社会福祉協議会や大船渡市地域包括

支援センター等、関係機関との協働・連携が重要となりました。鬱をはじめとした、精

神疾患による生活のしづらさを抱える世帯への対応では、地域福祉課の担当係との情報

共有、協働支援を行っています。 

 コミュニティサポート事業では、災害公営住宅における自治組織の運営支援、住民

同士の交流機会創出（コミュニティ形成支援）を中心に取り組んできました。令和５年

度は、大船渡市内 25 カ所の災害公営住宅にて支援活動をしています。 

支援は、団地の規模や地域性による違いもあり、住民のニーズに応じた対応が求めら

れました。自治会運営支援では、話し合いの場づくり、自治会規約の作成や住民集会

開催に向けた助言、補助活動を行い、運営基盤の整備につながっています。 

東日本大震災から 13 年、被災住民の生活不安は、少しずつ変化してきているように

思われます。地域で安心して生活するためには、誰かと「つながっている」ことがとて

も大切であると考えます。今後も、被災住民が地域で「つながり」を得るための支援の

在り方を探求し、当法人の活動が有用な地域資源であり続けるよう努めてます。 
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2. 事業実施の成果 

 ●障害者、高齢者、外国人、難病患者、その他のマイノリティに対する支援事業（そ

の 1）委託事業：大船渡市被災世帯等に対するパーソナルサポート事業） 

 

訪問活動  被災世帯を対象とした訪問。 

 見守り訪問は、孤立を防ぐ安否確認や傾聴、相談受付と対応

を行った。 

 新規訪問調査では生活状況の聴き取り訪問を行った。 

訪問合計：973 件（継続：957 件 新規：16 件） 

生活再建相談  在宅被災世帯と災害公営住宅入居者を対象に生活困窮、高

齢者福祉等の生活相談を中心に行い、必要に応じて他機関

と情報共有やつなぎなどを行い協働で支援にあたった。 

相談件数：55 件 

交流機会創出活動  地域における孤立の解消や世代間交流の活性化など、地域

課題を把握する活動に取り組んだ。 

 孤立傾向にあって参加が困難な世帯に対して孤立解消や新

たな可能性を見出せるような交流機会の場の実施。 

 小さなグループのサロンを通じてストレス等の解消や何気

ない日常の再発見につながった。 

開催数：12 回（参加 116 名） 

 

●障害者、高齢者、外国人、難病患者、その他のマイノリティに対する支援事業（その

２）委託事業：大船渡市災害公営住宅コミュニティサポート事業 

訪問活動  入居者間の支え合いの醸成に繫がるコミュニティ形成支援

を行った。 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により縮小ま

たは停止中の自治会運営及び住民活動の再開に向け、団地

の規模や地域の特性に応じた働きかけや準備などを自治会

と一緒に行った。 

訪問合計：512 件 

コミュニティ相談支

援 

 自治会運営は役員が主体となって課題解決への改善策を見

出せるよう情報共有や意見交換を行い、それぞれの団地に

て相談を行った。 

相談総数：21 件 
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交流機会創出活動  新型コロナウイルス感染症の影響により活動意欲が低下し

ている団地が多くみられるなか、清掃活動、ラジオ体操、サ

ロンなど住民交流機会を通じて自治会への関心や参加、住

民同士の協力につながる活動の活性化、再開に取り組ん

だ。 

開催数：132 回 

 

●令和 5 年度被災者の参画による心の復興事業 

 昨年の 5 月に心の復興事業費補助金にて居場所づくりを目指していたが、結果は不採

択でしたが「今、出来ること」を以下のとおり実施しました。 

取組①「みんなでクルミを拾って剥いて販売」 

クルミの買取はチラシや新聞広告、取材などを利用して約 400 ㎏を買取することが出来

ましたが、クルミの割り作業・販売までには至りませんでした。 

取組②「交流機会のもととなる学びの場づくり」（世代間交流） 

心の復興事業を通して居場所開設の基盤づくりを進める計画でしたが、資金的、人材的

な課題があり、今年度は場所の確保は出来ましたが、実施は次年度に持ち越しとしまし

た。 

●令和 5 年 7 月大雨による被災者支援事業 

 令和 6 年 2 月 12 日～3 月 31 日までの災害支援現場（秋田市）への交通費の助成を受

けて、支援活動を実施しました。 

 

●非営利活動団体、企業、自治体等とのネットワーク形成に関する事業 

（委託事業：大船渡市被災世帯等に対するパーソナルサポート事業） 

他機関連携・協働（ケース会議、支援担当者会議、情報共有等） 

住 居 3 件 行政や管理団体と情報共有や支援の方針確認など行った。 

福 祉 31 件 
行政の福祉担当部署、社会福祉協議会との情報共有や困りごと

相談対応、支援担当者会議を行った。 

介 護 13 件 
地域包括支援センター、社会福祉協議会、老人福祉施設等との情

報共有や入所に向けての対応を行った。 

法 律 3 件 法テラス、法律事務所にて債務についての法律相談の同行など 

就 労 1 件 
就労困難者（障がい者、高齢者、生活困窮者など）に対する情報

共有と就労支援 

計 51 件 
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（委託事業：大船渡市災害公営住宅コミュニティサポート事業） 

他機関連携・協働（ケース会議、支援担当者会議、情報共有等） 

行政・アドバイザーと定

例ミーティング 
14 件 

全体的な活動内容および重点団地の現状課題、

今後の対応策等について共有し協議した。 

アドバイザーと打ち合わ

せ 
4 件 

コミュニティサポート事業実施業務に基づい

た今後の対応策等について共有し協議した。 

●市民活動の機会及び情報の提供に関する広報事業 

 当団体のホームページ、SNS にて団体が取り組む社会的課題そのものを「広く知

ってもらう」機会となるような情報発信を行いました。 

 地域の埋もれた資源「クルミ」を集めるためにチラシや新聞広告などを利用し、

広く市民に働きかけした結果、約 400 ㎏のクルミを集めることが出来ました。 

 

●復興およびまちづくりに関する事業 

 ひまわりプロジェクト 

大船渡市三陸町泊地区の住民さん、見守り訪問先の皆さんと共にひまわりプロジ

ェクトを行った。土づくり、種蒔き等々前年より丁寧に作業したが、害虫が大発

生し、駆除剤（化学薬品）散布後に化学薬品を使用した種はひまわり油等に使用

できないことが判明したので、切り花にして訪問世帯、災害公営住宅へ配ったり、

自由に畑から持ち帰ってもらうことにし、残念なひまわりプロジェクトで終了し

ました。 

 

3. 事業の実施に関する事項 

事業名 

(定款に記載した事業) 
具体的な事業内容 実施日時 

実施

場所 

従事

者の

人数 

受益

対象

者の

範囲

及び

人数 

支出額 

(千円) 

障害者、高齢者、外国

人、難病患者、その他

マイノリティに対す

る支援に関する事業 

（その１） 

見守り訪問、生活相談、

サロン開催等の実施（大

船渡市委託事業） R5.4.1 

～ 

R6.3.31 

大船

渡市 
５ 

大船

渡市

内の

被災

者 

136 名 

16,316 

障害者、高齢者、外国

人、難病患者、その他

マイノリティに対す

る支援に関する事業 

（その２） 

生活相談、サロン・コミ

ュニティ支援等の実施

（大船渡市委託事業） R5.4.1 

～ 

R6.3.31 

大船

渡市 
４ 

大船渡

市内の

災害公

営住宅 

25 団

地 

14,791 
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障害者、高齢者、外国

人、難病患者、その他

マイノリティに対す

る支援に関する事業 

（その３） 

被災者自身が主体的に参

画し、他者とのつながり

や生きがいをもって前向

きに活動する機会創出へ

の支援（岩手県委託事業・

不採択） 

R5.4.1 

～ 

R6.3.31 

大船

渡市 

・ 

陸前

高田

市 

2 

大船渡

市と陸

前高田

市の被

災者 

136 名 

0 

復興およびまちづく

りに関する事業（令和

5年 7月大雨による被

災者支援事業） 

在宅被災世帯の復興状

況、困りごと等の情報収

集と生活再建が困難な世

帯に対して必要機関に繋

ぐ事業を行うための交通

費助成 

R6.2.12 

～ 

R6.3.31 

秋田

市内 
1 

秋田市

内 

不特定

多数 

129 

非営利活動団体、企

業、自治体等とのネッ

トワーク形成に関す

る事業 

上記事業に関して、非営

利団体、企業、自治体等

と情報共有を通じてつな

がりを広げる事業 

R5.4.1 

～ 

R6.3.31 

大船

渡市 
9 

非営利

活動法

人、社

会福祉

法人、

市民活

動支援

センタ

ー、自

治体な

ど約

10 団

体 

0 

市民活動の機会及び

情報の提供に関する

広報事業 

 

ホームページ、SNS、メ

ールマガジンによる活動

報告や市民活動への参加

呼びかけの情報発信等 
都度 

大船

渡市 

（法

人事

務

所） 

１ 

不特

定多

数 

0 

復興およびまちづく

りに関する事業 

いつでも誰でも行ける、

自由なふれあいの場所創

りと住民参加の基盤づく

り（居場所づくり） 

通年 
大船

渡市 
２ 

大船渡

市民 

不特定

多数 

 

0 

 

 

                         


